
令和８年度第１回北海道障がい者施策推進審議会（書面開催）議事録 

 

 

 

１ 書面開催 

（１）書面送付    令和８年６月 16日付け障福第 1264号通知 

（２）意見提出期限   令和８年６月 23日（火） 

（３）書面送付先   北海道障がい者施策推進審議会委員 全 15名 

 

 

２ 協議事項 

  第１期ほっかいどう障がい福祉プラン中間見直しについて 

 

 

３ 委員からの意見等 

  別紙のとおり 

 

 

４ 今後のスケジュール等 

  各分野別検討組織において、「第１期ほっかいどう障がい福祉プラン中間見直しの基本

的な考え方（案）」について検討協議を実施し、最終案を第２回北海道障がい者施策推進

審議会（８月６日（木））で協議予定。 

 



○協議事項 「第１期ほっかいどう障がい福祉プラン中間見直しについて」に係る委員からの御意見 
 

No 委員名 御意見 事務局からの回答等 

１ 石山 

委員 

中間見直しの内容としては、充実した内容になっていると思いま

す。 

実効性と、数値目標に関しては達成出来るといいと思います。 

色々な課題がこれからも出てくると思いますが、話し合い、障が

い福祉プランがより良いプランになることを願います。 

委員の御意見を踏まえ、中間見直しを検討してまいります。 

２ 大垣 

委員 

①施設入所者の地域生活への移行(R11年度末の目標)について 

令和８年度から、全ての施設入所利用者の地域移行に係る意向確

認が義務付けられたのは周知のことですが、「地域移行者数」及

び「施設入所者数」に係る目標値の設定にあたり、国の設定値を

参考にするだけではなく、北海道の入所施設における利用者の意

向確認作業の進捗状況及び意向確認結果を掌握し障がい福祉プ

ランの目標値とすべきではないでしょうか。 

今回の中間見直しの目標値に反映することは難しいと思います

ので、今年度のうちに意向を把握する仕組みづくりの準備に入っ

て頂きたいと思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果目標の設定にあたっては、北海道自立支援協議会地

域生活支援部会において、委員の御意見も踏まえ検討する

こととしています。 

利用者の意向を踏まえた地域移行目標値の設定について

は、道内の状況を確認するとともに、施設入所者の意向を

把握し、それを目標値に反映する方法を慎重に検討する必

要があることから、次期計画の策定に向けて、まずは意向

を把握する仕組みづくりについて検討してまいります。 

３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

櫻田 

委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果目標について 

１ ①施設入所者への地域生活への移行 

掲げられている（全国）目標値に対しての進捗状況を確認した

上で、北海道においてこの数値設定が適当なのかの判断が必要と

思います。 

具体的には、北海道の広域性や、冬季環境、受け皿としてのグ

ループホーム整備との整合性、医療資源偏在など様々な地域移行

への阻害因子が考えられます。 

地域移行者数の目標について：施設側は、R8年度から施設入所者

に対して、地域移行に関する意向確認を行うことが義務付けられ

ています。従いまして、各施設入所者において何人が地域移行を

希望しているのか把握した上で、地域移行者数の目標設定をする

ことが妥当であると考えます。 



No 委員名 御意見 事務局からの回答等 

施設入所者数の削減目標について：北海道内で施設入所を希望し

ている方（各施設の待機者）が何人いるかを把握することで、施

設ニーズを合わせて検討することも必要と思われます。ただし、

複数の施設に待機をされている方もおりますので、その点は注意

が必要かと思います。 

従いまして、今後の考え方として、施設入所者数の削減のみを成

果指標とするのではなく、待機者数及び地域移行後の定着状況を

加味した評価指標へ見直すことが必要ではないかと考え、提案い

たします。 

具体的には、一例として 

地域移行達成指数＝地域移行者数÷（施設入所者数＋待機者数）

×100 

を併せて評価する方法が考えられます。 

これにより、「施設を減らしたか」ではなく、「地域で暮らせる環

境をどれだけ整備できたか」を評価できるため、障害者権利条約

や地域共生社会の理念にも合致した指標となるものと考えます。 

４ 櫻田 

委員 

２ ⑦障害福祉人材の確保・定着、当事者の視点に立ったケアの

充実のための生産性向上 

福祉人材定着のための福祉施設におけるカスタマーハラスメ

ント対策について、相談窓口や第三者機関を設置する必要性を感

じています。 

２ 令和８年 10 月に全ての企業にカスタマーハラスメン

ト対策が義務化されます。なお、国では、障害福祉の現場に

おけるハラスメント対策としてマニュアル及び研修の手引

き等を作成しており、道においては、「ハラスメント・労働

相談コール」を設置しているところです。 

５ 菅原 

委員 

障がい者に対して深い合理的配慮をお願いしたい。 障害者差別解消法の普及啓発の一環として道民フォーラ

ムやパネル展の開催、庁内と連携した民間事業者への周知

などの取組を行ってきたところです。 

今後もあらゆる機会を通じて、障がいを理由とした差別

等の禁止や合理的配慮の提供についての周知啓発など、法

制度の理解促進に向けて取り組んでまいります。 

６ 山本 

委員 

 

 

１ 資料２「国の基本方針」３．④障害児支援体協体制の整備等

について、の中で、「新」として３つの事項が含まれていますが、

資料３では、特段触れられていないように見うけられます。いか

がでしょうか。 

１ 資料３は、資料２「国の基本指針」とは別に、審議会で

整理いただいた課題や法改正など、国の動向・最近の情勢

を踏まえた課題について整理したものです。障がい児支援

の提供体制の整備等に係る障がい福祉プランの見直しにつ



No 委員名 御意見 事務局からの回答等 

 

 

 

 

いては、北海道発達支援推進協議会で検討してまいります。 

７ 山本 

委員 

 

２ 上記同様、資料２の⑦で「新」として２つの事項が含まれて

いますが、資料３では加筆されていないようです。例えば既存の

７に含められるとして、特段新たな設定はしないという意味でし

ょうか。 

２ 資料３は、資料２「国の基本指針」とは別に、審議会で

整理いただいた課題や法改正など、国の動向・最近の情勢

を踏まえた課題について整理したものです。人材確保や生

産性向上に係る成果目標や本文の見直しについては、資料

３の課題や国基本指針の改正を踏まえ北海道自立支援協議

会地域体制整備部会で検討してまいります。 

８ 山本 

委員 

 

 

３ たとえば上記１．など子どもの施策に関することについて、

子ども政策局と福祉局とでどのような分担・連携方針なのか教え

ていただきたいです。 

３ 障がい児支援施策の推進は、主に子ども政策局子ども

家庭支援課が所管しております。 

ほっかいどう障がい福祉プランは、福祉局障がい者保健

福祉課が所管しておりますが、障がい児支援施策の見直し

については、関係課で連携し、検討してまいります。 

 


